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研究目的 
地域密着型の産業の一つとして重要な役割を占める住宅産業は、今後も近代化された地域産業として発展し、良質な

住宅供給を将来にわたって維持していくことが求められています。そこで、本研究では、地域で信頼される工務店とし

て良質な住宅供給を維持していくため、地域工務店の活性化の必要性と活性化のための視点の把握、実践活動

を通じた今後の活性化の課題を検討することを目的とします。 

 

研究概要 
■北海道における地域工務店の現状 

新設住宅の着工件数が特に地方中小都市で

は低迷している中、年間確認申請戸数が 20 戸

未満の施工業者の戸数割合が約半数以上を占

めており、小規模な工務店の役割は大きいこと

がわかります（図1）。 

■各地域での取り組み・課題 

 市町村へのアンケート調査により、地域工務

店への期待、良質な住宅ストックの形成のため

の取り組みと課題などについて整理しました。

これまで特に取り組みがない市町村において

も、地域工務店の活性化や良質な住宅ストック

の形成について重視しています（図2）。 

■既往の取り組みにおける活性化の視点 

 これまでの地域工務店の取り組みから、活性

化のための視点を整理しました。 

■地域での実践活動 

既往の取り組みにおける活性化のための視

点を基にし、サロベツ住宅づくり研究会（豊富

町）の取り組みに対し、実践活動支援を行い、

地域工務店が協力して技術力の向上や住民へ

の信頼獲得につなげるための活動が明らかと

なりました（図3）。 

このような活動は地域の工務店の技術力、信

頼度を向上させ、住宅の質の向上、地域経済へ

の貢献につながるものであり、地元行政におい

ても誘導する施策が望まれます。 

また、今後の活動展開のための視点として、

地元行政と民間の役割分担を図ること、企業間

の体力差、意欲差への対応のため、出来る事業

の確実な実行などが重要となります。 

 

戸数別業者の割合

2376社 190社 98社

35社

29社 16社

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（全業者数　2,744社）

戸数別業者による建設戸数割合

31.5% 10.8% 11.2% 6.4% 10.6% 29.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-5戸/年 6-10戸/年 11-20戸/年 21-30戸/年 31-100戸/年 101-戸/年

（全建設戸数　13,042戸）

 
図1 建設戸数別業者数の特徴 
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図2 住宅の質の向上のための取り組みと課題 

・受注の維持・増加のため、サロベツブランドの確立、一層
のPRを図るため、継続した活動を行う。

民間主導へ

行政主導によるきっかけ
・住マスによる良質住宅の形成のための推進事業を進める
にあたり、サロベツ住宅の検討コアスタッフとして、つくり
手、住まい手、専門家、行政が連携し進めらたことで活動が
動き出す。

きっかけ

・受注の安定的な確保
・地域の特徴を活かした住宅づくりの提案、住民が望む
住宅の提案、PR
・地域材を利用した住宅づくりの提案、検討
・上記を達成するための技術力の向上

・地域の住宅の質の向上など地域性に配慮した住宅づくり
・定住化の促進

工務店が抱える課題

行政が抱える課題

　・サロベツ住宅の定義
　・サロベツ住宅（北方型住宅）の建設
　・組合設立の検討
　・技術講習会（気密測定）
　・ＢＩＳ資格の取得への取り組み

共有化された課題

実践活動

　・町の支援施策化
　　（建設補助の獲得）
　・共同化、協業化の課題の明確化
　・技術力の向上
　　（ＢＩＳの取得）
　・地域へのＰＲ
　　（北方型住宅賞、他町村への浸透）

活動の評価

 

図3 実践活動における活性化の活動と評価 
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研究成果・活用方法 
■北海道住生活基本計画の推進 

 北海道住生活基本計画（平成19年策定）において位置づけられた地域の住宅関連事業者の連携による住まい

づくりの推進のため、各自治体、地域の住宅関連事業者と連携を図り、本研究成果の普及、啓発を行い、地域

の実践活動の支援を行います。 


